
様式第１号（第３条関係）

年　　月　　日
島根県知事　様

　　年度　遊漁船業安全対策強化支援事業費補助金交付申請書兼実績報告書

遊漁船業安全対策強化支援事業費補助金交付要綱第３条の規定に基づき、関係書類を添えて以下のとおり申請及び報告します。
	１　申請者

	氏名
（法人にあっては、その名称、代表者の役職及び氏名）
	

	遊漁船業者登録番号
	島根県　　　　　　号

	住所
	〒


	電話番号
	

	メールアドレス
	

	２　補助事業者の要件（該当する項目の□にチェック）

	☐
	以下の補助事業を活用し、補助金の額が確定しています。

	
	☐
	水産庁事業（遊漁船安全設備導入支援事業）

	
	☐
	日本財団事業（遊漁船の安全・安心確保推進事業）

	☐
	直近１年以内に、遊漁船業法の違反がなく、かつ、遊漁船業法第21条第１項の規定による登録の取消し又は事業の全部若しくは一部の停止処分を受けていません。

	３　事業実績（水産庁事業又は日本財団事業における事業実績）

	区分
	導入した設備等の品名
	メーカー
及び型番
	数量
	事業費
	うち
消費税相当額

	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円

	↑区分欄には、①業務用無線設備、②非常用位置等発信装置、③改良型救命いかだ等、④浸水警報装置・排水設備のいずれかの番号を記入する。
	合計
	円
	円

	補助対象経費
（ア）
(消費税の扱いについて該当する項目の□にチェック)
	円
	☐
	消費税を含まない

	
	
	☐
	消費税を含む

	
	☐
	本補助金に係る消費税等仕入控除税額はありません。（免税事業者など）

	補助金額
（イ）
	円
	

	[bookmark: _Hlk232079599]４　交付申請（県補助金への申請）

	補助対象経費
×県補助率
（ウ）
	円
	水産庁事業を活用した場合　 (ア)×1/4
日本財団事業を活用した場合 (ア)×1/12

	県補助金の上限額
（エ）
	円
	水産庁事業を活用した場合　 (イ)×1/2
日本財団事業を活用した場合 (イ)×1/8

	交付申請額
	円
	(ウ)又は(エ)のいずれか低い方の金額とし、千円未満は切り捨てる

	５　補助金振込先

	金融機関名
	
	口座番号
	

	支店名
	
	口座名義（カナ）
	

	預金種別
(該当する項目の□にチェック)
	☐普通・☐当座・☐貯蓄
	


添付書類
・通帳の写し等（補助金振込先が確認できるもの）
・水産庁事業を活用した場合にあっては、当該事業における事業実績報告書、安全設備の納品写真及び助成金の額の確定通知の写し等
・日本財団事業を活用した場合にあっては、当該事業における実績報告明細書、安全設備の納品写真及び補助金の額の確定通知の写し等
・その他知事が必要と認める書類

